








1.胎児治療の対象と適応に関する考察 

胎児治療とくに外科的胎児治療は 1980年代になって初めて行われるようになったため,そ

の適応症が明らかでなく,またこれまで聖域とされていた子宮内胎児に対する直接の治療

であるので,倫理的側面での問題点も指摘されている。われわれは昨年度に引き続き胎児治

療の現状について調査した。 

本班研究の構成機関にお願いし,最近 2 年間における出生前診断および治療の現状と結果

について調査をしたところ,17 機関よりの返答があった。この調査により,外科的胎児治療

の対象疾患の現況が明らかになってきた。 

この調査結果にはわれわれが臨床の場で遭遇すると思われる疾患がほとんど網羅されてい

る。表 1 にその結果を示した。このなかで頭部の疾患で無脳児と水頭症とを比較すると,

無脳児では生存例がなく,水頭症では,生存例はあるものの全体として児の予後は非常に悪

く,7 割近くが死亡し生存例でも障害が残る率が高い。また一方,消化管閉塞のように子宮

内ではその疾患の存在が胎児に影響せず出生後の治療で予後のよいものがある。 

従って無脳児,ポッター症候群,染色体異常のように大きい奇形で生後においても治療法の

ないものは,子宮内治療の対象とはならないし,また,消化管閉塞のように胎児治療の必要

がないものは子宮内治療の対象とはならない。 

すなわち,胎児治療の対象となるのは治療の可'能性があり,しかも放置すれば進行性であ

るか,子宮内の方が有利であるものに限られることになる。現在のところ胎児治療がおこな

われたものは,胎児心不全や.ビタミン欠乏などの内科的治療と,血液型不適合妊娠に対す

る胎児輸血,水腎症・水頭症・横隔膜ヘルニアの外科的治療および胎児水腫の治療である。 


